
旭川市議会議員の議員報酬並びに市長，副市長，教育長及び常勤監査委員の

給料の額の改定について（答申書の骨子（会長試案））

答申部分 １ 答申

市議会議員の議員報酬並びに市長，副市長，教育長及び常勤監査委員の給

料の額については，据置きとする。

説明部分 １ 答申の説明

⑴ 審議の経過

（審議会の開催経過及び審議に当たり，特に参照，検討した事項について

説明）

⑵ 現状認識

本審議会は，社会経済情勢や本市を取り巻く環境を踏まえ，さらには，

議員活動や行政運営に対する市民の関心の高さを十分認識し，本審議会に

おける審議が，市民感覚とかけ離れたものとならないよう努めながら，総

合的な検討を行った。

検討に当たっては，本市を取り巻く現状として，

ア 現在の社会経済情勢について

全国的には，景気は，日経平均株価が２万円を超える水準を維持する

など，緩やかな回復基調にあるが，大都市圏と地方との間にはいまだに

較差があること。

また，雇用情勢については，有効求人倍率が前年同月を上回る月が続

き，本市を含む地域においても高い水準で推移しているものの，企業に

おいては，建設業を始め人手不足が顕著となっているほか，非正規労働

者に頼る部分が大きいとの声があること。

さらに，本市においても人口減少が進み，人口が３４万人を割り込ん

だこと。

イ 本市の財政状況について

本市は，財政力指数が他の中核市と比較して低い水準にあり，地方交

付税に依存する部分が大きいこと。

社会保障費等の義務的経費の割合が高く，更に地方交付税が減少傾向

にあること，財政調整基金の取り崩しが続き，平成２６年度末に６４億

円あったその積立残高がその後４か年で半減し３０億円余りになる見込

みであることなどから，厳しい財政状況が続いていること。



ウ 職員の給与の状況について

常勤特別職については，平成３０年度においても給料の減額措置を継

続していること。

道内主要都市及び中核市では，常勤特別職の給料の減額措置をやめた

り，減額幅を縮小する都市が増えていること。

エ 議会及び議会活動について

議会においては，市民と議会の意見交換会を開催することなどによ

り，広聴広報機能の充実に努めているが，議員の活動内容は依然として

広く市民に理解されている状況にあるとはいえないこと。

等を認識し，検討を行ったところである。

その結果，本審議会は，

ア 市長等の常勤特別職の給料月額について

市長等の特別職は，市政運営という非常に広範囲な職務でかつ重責を

担うことから，有能な人材に就いてもらうためにも，その職責にふさわ

しい額の給料を支払うべきであること。

イ 市議会議員の議員報酬について

議員は，市民の声を市政に反映させる上でも不可欠の存在であり，そ

の活動に専念することができるよう相応の額の議員報酬を支払うべきで

あること。

との意見が大勢を占めた。また，現行の給料等の額となってから長期にわ

たり改定がされていないこと，現行の給料等の額となって以降の経済状況

や誠実な職責の遂行への期待から給料等を増額すべきとの意見も複数あっ

たが，本市の厳しい財政状況や地域経済の現状に鑑み，市議会議員の議員

報酬並びに市長，副市長，教育長及び常勤監査委員の給料については，そ

の額を据え置くべきとの結論に至った。

なお，市議会議員においては，その活動内容がより市民に周知されるよ

う努めるとともに，その活動状況の広報に一層努めることを期待する。

３ 次期審議会の設置時期

市長等の常勤特別職や市議会議員の任期が，１期４年であることに鑑み，

４年後を目途として諮問すべきと考えるが，社会経済情勢の急激な変化等に

より，市長が審議会を設置すべきと判断された場合には，時機を逸すること

なく諮問すべきとの意見を付する。


